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 本検討の目的

 日本企業の海外展開を税務面から支援する

 海外展開によって企業価値の向上に取り組む際には・・・

「税引後利益」を増加させる戦略が重要

⇒ 海外での事業活動に係る課税関係を適切に把握し、

「グローバルで支払う税を適切に管理すること」

そのためには、グローバルな税務ガバナンス体制を整備することが重要

 自社にとってのグローバル税務ガバナンスの「望ましい姿」や「実施すべき具体的
な行動」を考える際に「必要な検討事項」やその「検討にあたっての留意点」を
具体的に提示することで、日本企業が税務ガバナンス体制の整備を後押しする

⇒ 適切な税務ガバナンスの整備を通じた日本企業の企業価値の向上と国際競争
力の向上、ひいては日本経済の成長に繋がることを期待

はじめに



グローバル税務ガバナンスと
その必要性
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海外展開とグローバル税務ガバナンス

➡ 日本企業が海外展開する際、進出先国（当該国）の税制への適切な対応は必須であり、同時に、海
外進出に伴う日本の税制への対応も必要となり、それぞれ日本親会社で適切に管理することが重要

➡ 本書ではグローバルレベルでの税の管理を税務コンプライアンスと税務プランニングという二つの観点から整理

海外展開に伴いグローバルで税務対応が生じ、その適切な管理が必要となっている。1

税務コンプライアンス対応と税務プランニング対応とは？2

➡ 「企業がグローバルレベルで税務コンプライアンス及び税務プランニングを行うこと」ができれば、税務コンプラ
イアンス及びプランニングにおいて「事後対応型」から「事前予防型」で効率的な対処が可能に。

グローバル税務ガバナンスが実現できればどうなるか？3

租税回避
脱税

支払わなくてもよかった税金
重複して支払っている税金

適正化

➡ 税務コンプライアンス対応 (目的：適切な納税という社会的責任を果たし企業価値を損なわない)
➡ 税務プランニング対応 (目的：優遇税制などを適切に活用し企業価値を最大化する)
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ブラジル子会社への債権放棄に伴う子会社側での債務免除益課税

事実関係
• 日本親会社の事業部担当者は債権放棄をすればブラジル子会社を清算できると考え、税務部に相談なく債権放棄を実行。
• 債権放棄実行後、ブラジルでは繰越欠損金の使用制限制度（その年の所得の30％までしか利用できない）があり、
当該債務免除益の一部が課税されてしまうことが分かった。

要因 • 債権放棄実行前に税務部門に相談がされず、相手国での課税の有無が調査できていなかった。

課税リスクの
顕在化のダメージ

• 本税及びペナルティの支払いによる
税引後利益の減少

• レピュテーションの悪化を通じた企業価値
の低下（経営者の説明責任）など

➡ 各国法令の解釈の誤りや税額計算のミスなどによりペナルティを含めた追加納税が必要となる場合には、税引
後利益が減少するだけでなく、レピュテーションの悪化を通じた企業価値の低下があり得る

➡ 税務コンプライアンスは、企業グループ全体に波及し得る論点であり、経営者の責任がより一層問われるように
なってきている

コンプライアンスの観点からの税務ガバナンスの必要性

追徴課税を受ける可能性をグローバルレベルで特定し、リスク軽減・回避のための方策を検討し、
適切に実行するための仕組みを整備する必要

図１：課税リスクの顕在化事例
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プランニング観点の税務ガバナンスの必要性
➡ 日本企業においては税務部門を申告納税義務を果たすためだけの部門であるととらえ、税引後利益やフリー・キャッシュフローを
増加させ得る部門と理解していないケースが多い。

➡ 税務プランニングを通して、税引後利益及びフリー・キャッシュフローを最大化し、ひいては企業価値の向上に繋がることを税務部
門だけではなく、経営者を含む企業全体が理解及び意識すべき。

適切な税務プランニング

税引後利益
の最大化

フリーキャッシュ
フローの最大化

企業価値
最大化

連結実効税率
の適正化

税金の支払時期
の繰延

図２：税務プランニングと企業価値最大化との関係

1兆円

総売上高税引後利益

500億円
税引後利益率

5%

実効税率

40%

5億円の税金削減
＝実効税率0.625％の減

TAX

税引後利益1%＝5億円あげるためには…

税引後利益率が5%の場合、
総売上を100億円
増加させる必要

図３：売上増と税コストの適正化による税引後利益への影響度

海外事業の競争相手である海外多国籍企業は「税はコストであり管理可能なもの」であるという意識が強い
日本企業の国際競争力の向上という観点から、税コストを最適化するための税務ガバナンスが重要



税務ガバナンス体制の整備に向けて
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望ましい姿 日本企業

税金の捉え方は？ 税金は管理すべきコスト！
税金は利益の結果として
支払うもの
（管理対象ではない）

経営指標はどこに注目？ 税引後利益に注目！ 営業利益に注目
（税金が関係ない）

税務戦略は？ 企業戦略の一部！ 税務戦略がない
税務戦略は企業戦略外

税務戦略の策定は？
経営者が積極的に関与、
実行を後押し！

経営者は関与しない

 望ましい姿は、事務局がこれまでの知見や経験を活用しつつ、ヒアリングなどで確認できた好事例な
ども踏まえて、望ましいと考えられる税務ガバナンス体制を整理

 日本企業の現状は、事務局がヒアリングなどで確認した現状を整理

税務ガバナンス体制の整備に向けて
望ましい姿 と 日本企業の現状
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経営者の積極的な関与

税務ガバナンス体制の整備に必要な要素

税務ガバナンス体制のモニタリング

ルール 組織 情報

税 務 戦 略
（具体的な行動計画）

税務ポリシー
（税務に関する方針）

【税務ポリシー】
企業がグループ全体として掲げている使命、目指す姿、価値観及び行
動基準を達成するため、税務の観点からどのような方針で行動するのか
を示すもの

【税務戦略】
税務ポリシーで定める税務に関する行動方針を具体的な行動計画に
落とし込んだもの

【ルール】
目指す税務ガバナンスを実現するための税務を実行するために設定さ
れる様々なルール

【組織】
目指す税務ガバナンスを実現するために必要な税務を実行するための
部門及び人材

【情報】
目指す税務ガバナンスを実現するための「組織」が、「ルール」に基づく税
務を行う際、各業務に係る意思決定を行うための判断材料となる情報

経営者による、税務ガバナンス体制の整備を行うという経営判断や下記
に述べる税務ガバナンス体制の整備に必要な要素全体への積極的な
関与は、税務ガバナンス体制の整備の大前提
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税務ガバナンス体制の望ましい姿
経営者の積極的な関与

税務ガバナンス体制のモニタリング

ルール 組織 情報

税 務 戦 略
（具体的な行動計画）

税務ポリシー

【税務ポリシー・戦略】
経営者が関与し税務ポリシー・戦略を策定、かつ、税務ポリシー・
戦略のグループ全体への浸透活動に経営者自ら貢献

【組織】
適切な人材配置を検討し、その実施のための経営資源の配分を、
経営者が検討
グループ全体での税務を意識した業績評価制度の整備に経営
者が関与

【情報】親会社が子会社から必要な情報を適時に収集、親会社
及び子会社が税務に関する情報を管理し、グループ内に共有

【経営者の積極的な関与】
税務ガバナンス体制の整備について経営者がその必要性を適切
に理解し、積極的に関与

【ルール】
親会社の税務部門が子会社の税務に関与するための業務分掌
がルール化
税務部門が事業部門と連携して事業計画を事前検討できるよう
に経営者が主導してルール化

経
営
者
の
重
要
な
役
割

（税務に関する方針）



経営者が取るべき行動トップ５
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組
織

6
自社の税務ガバナンス体制に見合った
人材配置の検討

7
企業全体を対象とした税務の観点の
業績評価制度の検討

ル
ー
ル

4
日本親会社・海外子会社間の最適な
業務分掌を検討

5
税務部門と事業部門の事前連携ルー
ルを事業部と検討、策定

情
報

8
税務に関する情報の収集のための情
報範囲や時期の検討

9
税務に関する情報の管理・共有につい
て効率性を追求

経
営
者

1
経営者の税務に対する積極的な関与
を促す

税
務
ポ
リ
シ
ー
・
戦
略

2
税務ポリシー・税務戦略の策定のため
内容を検討

3
税務ポリシー・税務戦略のグループ内
への浸透方法を検討

（参考）9つの提言
（税務・経理担当者へ提言した項目）(注) 下線は次頁「経営者が取るべき行動トップ５」

に関連する提言として事務局にて追記
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1
自らの税務に対する意識改革
税務部門の後押し及び税務ポリシー・戦略の策定

2
税務ポリシー・戦略の周知に向けて、税務部門にリソースを割き、環境を整備する
経営者自らも浸透活動に貢献する

3 税務部門が事業計画段階から関与できるようなルールの整備

4 自社の税務ガバナンス体制に見合った人材配置及び予算の検討

5 企業全体を対象とした税務の観点の業績評価制度の整備

経営者が取るべき行動トップ５
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1 経営者は、税務が企業価値向上のために必要な要素であることを意識し、
税務ポリシーや戦略の検討及び策定などに積極的に関与する

 税務ガバナンス体制の整備においては、
税務部門が主体となって推進する取り
組みに対して、経営者が積極的に関与
し、実行を後押しすることが必須である。

 そのため、経営者は、日頃から自社の税
務に対して関心を持ち、税務部門との
確認・相談など密なコミュニケーションに
よって状況を把握し、自社の目指す税
務ガバナンスの実現に意識を向けること
が重要である。

 その上で、目指す税務ガバナンスの実現
に向けた方針である税務ポリシーと、具
体的な行動計画である税務戦略につい
ては、企業グループ全体に適用されるも
のとして、経営者が主導して税務部門と
検討する必要がある。

税務に対する意識改革 及び
９つの提言のうち経営者が意識すべきトップ５

税
引
後
利
益
最
大
化

経営者
税務部門

積極的な関与
実行を後押し

税
務
ポ
リ
シ
ー

税
務
戦
略

企
業
価
値
の
最
大
化

税務部門への後押し
税務ポリシー・戦略の策定
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 税務ポリシー及び税務戦略は定めただけでは効果が発揮されな
い。

 企業グループ全体の全役職員が、税務ポリシー及び税務戦略
の趣旨や詳細な内容を理解できるように周知するための環境
を整えることが重要である。

 例えば、経営者は、日本親会社の税務部門が税務ポリシー及
び税務戦略の趣旨や詳細な内容を周知するために必要な予算
（旅費や翻訳費）などのリソース配分を行うことが求められる。

 また、税務ガバナンスの整備により達成したい「企業グループの在
り方」や「海外子会社側への期待」などを海外子会社へ伝えるた
めに、親会社の税務部門のみならず経営者自らが海外子会社
などを訪問することが効果的な場合がある。

税務ポリシー・税務戦略の周知に向けた行動
９つの提言のうち経営者が意識すべきトップ５

グローバル本社

海外統括会社

各海外拠点

税務部門の周知活動に対するリソース配分
 多言語への翻訳、海外子会社への直接の
説明

 税務行動規範・税務チェックシート作成など

税務ポリシー・税務戦略
の内容及び意義

経営者自らの海外子会社訪問

2 税務部門が税務ポリシー・戦略の周知に向けた行動を取るために、
必要なリソースを割くなど環境を整える
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 目指す税務ガバナンスを実現するためには、事業の
検討段階で事業部門と税務部門が連携し、海外
展開の各フェーズ（進出時・展開時・撤退時）や
各取引ごとの課税関係を事前に把握及び対策して
おく必要がある。

 一方で、事業計画の検討プロセスについては、事業
計画策定の主担当部門ではない税務部門のみに
よって決定できない。

 そのため、組織全体をマネジメントしている経営者が、
税務部門が事業に影響を及ぼしやすい仕組みや
ルールを整備することが求められる。

事業計画、個別の事業意思決定時における関与

営業

IT

他部門

税務

人事

法務

税務部門の事前関与ルールの整備
９つの提言のうち経営者が意識すべきトップ５

事前連携の取ろ組み事例
 新規海外事業に係るキックオフミーティングから事業部門と税務部門が

連携する仕組み・制度の導入
 事業計画を承認する際に税務の観点が盛り込まれているか確認する

事業計画検討時

事
業
実
行

3 事業検討段階から税務部門が関与し、事前に事業上の課税リスクや税務プ
ランニングの機会を把握できる仕組みを、事業部の負担を踏まえて整備する
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自社の目指す税務ガバナンス体制の整備に必要な人材配置を検討し、それ
に対応した経営資源の配分を行う

 自社の目指す税務ガバナンスの実現には、
まずは、どの程度のリソースが必要となるか
について現状を把握することが必要となる。

 その上で経営者は、税務部門と、予算など
の企業内の制約条件を踏まえて、どのよう
な方法で人材配置を行うか検討した上で
人材配置を行う必要がある。

 その際には、内部のリソースだけでなく、外
部専門家の活用の要否も検討することも
考えられる。

企業内部の
制約条件

（ヒト・モノ・カネ）
外部へのアウトソース
（会計事務所など）

必要となる人員数 必要となる能力／適性

税務ガバナンス体制の整備にあたり
必要となる業務の遂行

人員配置の決定・経営資源の配分

９つの提言のうち経営者が意識すべきトップ５

自社に必要な人材配置及び経営資源の検討

4
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企業全体を対象とした税務観点の業績評価制度の整備
９つの提言のうち経営者が意識すべきトップ５

企業グループの全役職員が税務の観点を踏まえた業務を実施することを促すため、
企業文化や既存の業績評価制度などを鑑み、自社にとって最適な税務に関する
業績評価制度を整備する

税務指標のKPI化、税務部門に対する評価体系見直し

報償

評価

昇進

と連動

一般的なKPI

売上高

営業利益
（率）

在庫

資金
(フリーキャッシュ

フロー)

CCM

 企業グループの全役職員が税務を意
識して業務を実施することを促すため
には、税務部門以外の部門もしくは
全役職員が税務を意識するインセン
ティブを設けることが有用。

 一方で、グループ全体のインセンティブ
については、税務部門では決定するこ
とができないため、経営者が主体と
なって、業績評価制度などの導入の
要否やあり方を検討する必要がある。

 ただし、過度なタックスプランニングや
脱税を誘因するようなインセンティブを
設けないよう、適切なインセンティブを
検討する必要がある。

税務コンプライアンス
の効率性・正確性

事後的な課税リスクの
適切な管理

税務調査の結果を
想定内に収める

事業部門との連携

税務関連指標（例）の追加

・
・
・

優遇税制の活用
実効税率

税引後利益を指標化

配当還元賞与

税務部門 企業グループ内
• グループ全体レベル
• 海外子会社別
• 事業部別 etc.

・
・
・

5
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グローバル税務ポリシー・戦略の一例
 オムロン株式会社
税務方針
基本方針
オムロングループのすべての社員は、企業理念に基づき、企業活動全般において公正かつ透明性の高い経営を実現するとともに、ステークホルダーが抱える課題
の解決に積極的・能動的に取り組みます。
税務においては、租税に関連する法令等の遵守を最優先します。適正な納税を通じて社会に貢献するとともに、株主価値の最大化を図ります。常に各国の法
令等の動向を把握し、コンプライアンスの遵守を徹底します。

適切な納税
オムロングループでは、法令遵守を最優先とし、通常の事業活動の範囲内において、各国における優遇税制なども活用することにより、適正な額の納税に努めます。
なお、法令等の立法趣旨を逸脱する解釈による優遇税制の適用や、事業目的に沿わない実態のない意図的な租税回避行為及び軽課税国を利用した濫用的な
税務プランニングは行いません。

移転価格税制への対応
オムロングループの国際間取引については、OECD移転価格ガイドラインに従った独立企業間価格に基づき、各関連する会社の負担する事業リスク及び保有してい
る機能・資産に応じた適正な利益配分を行い、各国の法令に従い移転価格文書を作成します。また、税務当局との事前確認制度を活用し適正な納税に努めま
す。

タックスヘイブン対策税制への対応
オムロングループでは、軽課税国へ投資をする場合や各国の法令改正により税率の引き下げが実施された場合には、法令等の定めるところによりタックスヘイブン対策
税制の適用有無を判定します。その結果、タックスヘイブン対策税制の対象となる場合には適切に申告納税をします。

税務コンプライアンスの取り組み
オムロングループでは、社員を対象とした定期的な研修を実施することで、社内における税務コンプライアンスの意識浸透、定着を図ります。税務上の課題点を発見
した場合には速やかに改善措置を講じます。

税務当局との関係
オムロングループは、各国の税務当局の求めに応じ、適切な情報提供を行うなど、真摯に対応することで、各国の税務当局との健全な関係を構築します。また、各
国税務当局と意見の相違が生じた場合、建設的な対話により、その解消に努めます。

(注) 青色下線部は税務コンプライアンスに関する言及、青色二重波線部は税務プランニングに関する言及として事務局にて編集
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グローバル税務ポリシー・戦略の一例
 楽天株式会社
税務戦略

当社は、以下の基本方針の下、高い企業倫理と社会倫理を保ち、良識と責任をもって、税務に関する取り組みを行う。

基本的な考え方

楽天グループは、イノベーションを通じて、人々と社会をエンパワーメントすることを企業の基本理念としています。公正な納税を通
じても、国や地域社会の発展に寄与してまいります。

・ 私たちは、事業を展開するすべての国と地域の納税関連法令および国際法令を遵守します。

・ 私たちは遅滞なく納税申告と納税を行います。

・ 最新のOECDガイドラインと各国の関係法令に従い、移転価格設定方針におけるアームズ・レングス原則を適用します。

・ 関係法令の精神に基づき、経済的実態を適切に反映したタックスプランニングに取り組みます。

・ 私たちは、楽天グループ社員または取引先企業等によって税法に反する行為が行われたと知りえた際には、厳正に対処します。

・ 私たちは、税務当局とオープンで誠実な対話を維持します。

・ 私たちは、事業を展開するすべての国や地域で税法の精神と条文に則り、遵守します。

(注) 青色下線部は税務コンプライアンスに関する言及、青色二重波線部は税務プランニングに関する言及として事務局にて編集
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